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日本における人材育成をめぐる産官学関係の変容
― 「国際人」と「グローバル人材」を中心に ―
藤　山　一　郎 *
The Transformation of the Relationship among the Industry-Government-
Academic on Human Resource Development in Japan
― “Internationalized Persons” and “Global Human Resources” ―
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In recent years, it is often pointed out that it is becoming imperative to nurture “global 
human resources (GHR)” in Japan.  On the other hand, in about 1990, “the internationalized 
persons (IP)” was also becoming popular in Japanese society.  What are the differences 
between GHR and IP?
The purpose of this paper is to do a comparative analysis of GHR and IP from point of 
the engagement of “the relationship among the industry-government-academic”.  Through 
comparing from four analytic views; (1) international circumstances, (2) domestic 
circumstances, (3) desired human resource image, (4) measures and policy in nurturing 
human resources, the results clearly show the cause of the transformation of human 
resource image.
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はじめに
近年、日本国内では「グローバル人材」の育成が急務であることが指摘されている。政府の
大学に対する教育政策においても、グローバル人材の育成と大学の国際化が改革の柱として位
置づけられている。家電メーカーの営業不振、円高による輸出停滞、技術開発力の低下など、
このままでは競争の激しい国際経済の中で日本の地位がますます低下することが危惧されてお
り、新たな人材育成が大学に対する社会的要請という形であらわれている。
ところでこのような「外向き」を意識した人材育成のあり方は「グローバル人材」が初めて
のことではない。1990 年前後の日本社会では「国際化」がよく使われるようになり、その一環
として「国際人」になるということが人材像の 1つとして登場していた。90 年代の日本はバブ
ル経済が崩壊し深刻な不況を社会にもたらし、後にいわゆる「失われた 10 年」といわれる時
代であった。
2010 年代における「グローバル人材」と 1990 年代の「国際人」は、ともに日本経済の危機
のなかで登場してきたものといえよう。本稿の目的は、約 20 年間の時間的差違のなかで、「グ
ローバル人材」と「国際人」で前提となる人材像に変化があるのか、その有無を探ることにある。
1では分析視点を明確にした上で、続く 2では「国際人」について、3では「グローバル人材」
を分析対象とする。そして 4で比較考察しながら上記の問いにこたえていくことにしよう。
1　人材像はどのように形成されるか
現在日本の大学は様々な改革の真っ只中にある。その方向性は大きくとらえるならば、「市
場化」・「国際化」への対応といえるだろう。山本（2009：7）によれば、かつての大学は学問
の自由が日本国憲法（第 23 条）によって規定され、大学の自治という概念が定着していた。
大学は政府や社会に対して独自の立場を保持し、既存の社会の流れや時の政権に対する批判を
投げかける役割を果たしていた。しかし、冷戦構造の崩壊という世界システムの変化によって、
批判者としての大学知識人の主義主張の根拠が失われる一方、市場主義経済や科学技術の発展
を拠りどころとする米国流の主張が大きな勢力をもつようになったという。これに伴って、大
学改革は大学自治や政府批判という政治的次元での話ではなくなり、限られた資源の獲得とい
う経済問題に転換するようになった（山本 2009：7）。しかも現在はグローバリゼーションの進
展によって世界規模の資源獲得競争という状況下における大学改革が求められるようになっ
た。
再び山本によれば、大学と政府、社会は互いに関係を有するが、以前の大学は政府から保護
を得つつ社会から一定の距離をおいてきた（山本 2009：9-10）。1980 年代のバブルによって日
本経済が好調であった頃においては、大学の「専門知識」が直接社会に役立つ必要はないと考
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えられていたし、また社会の側も「知識よりも個性、バイタリティ」を求めていたといわれる
（矢野 2001：12-13）。しかし、図 1のように現在は社会、とりわけ市場を背景とした産業界・
財界の影響力が拡大し、かつ、国立大学の法人化など政府と大学の関係も変化している。図 1
の社会への矢印は大学の立ち位置の方向性を示している。
現在の大学は研究を通じて知識をうみだし、教育を通じてその知識を伝え、社会においてそ
の知識が利活用されて社会発展に貢献すること、すなわち「研究」「教育」「社会貢献」の 3つ
の機能を有するといわれている。大学で輩出される人材はまさにそれらを具現化したものであ
る。したがって、その輩出すべき人材像もまた「大学」「政府」「社会（市場）」の関係性のな
かで影響を受け変容してきたと考えられる。1990 年前後に社会で広まっていた「国際人」、そ
して 2010 年代の「グローバル人材」もともに「大学」「政府」「社会（市場）」間の関係の中で
大学が輩出すべき人材像の一つとして認識されていたのである。
さらに、輩出すべき人材像の変容の要因は国内の三者の相互関係にあるが、これを内的な要
因とするならば、同時にこれら三者は外的な要因すなわち国際的な環境の変化の影響を受けて
きたといえる。とくに経済的相互依存や経済の一体化の進展によって、国内の経済的課題は容
易に国際的な課題へとリンクする。その逆もまた同様である。
関係をまとめると以下のようになる。政府は基本的に大学を保護すると同時に教育政策に
よって介入や誘導している。また政府は社会（市場）に対しては社会の繁栄を目指して産業政
策を推進し、また要望を受け入れてきた。これに対して大学は大学自治の保証をうけつつも、
研究や教育によって人材を社会に輩出し、かつ国際競争力の向上を通じて政府に貢献する。社
会（市場）の側は、教育サービスの受け手という位置だけでなく、利益獲得の増大を目指す手
段として政府や大学に関与していく。これら 3者間の関係性は国内の社会的環境（内的要因）
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図 1　政府、大学、社会の関係（山本 2009：10 を基に筆者作成）
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と国際的な社会環境（外的要因）の影響を受け変化する。したがって、分析する視点は、国際
的な社会環境（外的要因）と国内の社会環境（内的要因）の変化、そして「求められる人材像」
の中身、そのような人材を育成するための具体的な政策や施策、の 4点が対象となる。
実際には、そのような国内外の社会環境の変化による大学の位置づけの変化は、政府や社会
との関係性の変化にみあう形で政策や施策という形をとるために一定のタイム・ラグが発生し
よう。したがって、1990 年前後の人材像としての「国際人」、2010 年代の「グローバル人材」
という人材像もそれぞれ 1980 年代および 2000 年代の内的・外的要因の変化が反映されており、
その比較分析を通じて両人材像の共通性と差異を明確にすることが可能となる。
2　「内なる国際化」～ 1990 年代の人材像
（1）国際的な社会環境
1989 年の冷戦終結によって世界は米国を中心とする市場化や「小さな政府」を志向する新自
由主義が拡大することなる。情報通信技術や金融市場の発展による経済のグローバル化が進展
した（井上 2006：93）。その中にあって、東アジア地域は 1985 年のプラザ合意による円高誘導
を背景に日本の直接投資が急増するとともに、輸出の拡大によって著しい経済成長を遂げるよ
うになった。また、政治体制の民主化も進展するようになった。1990 年代の東アジア地域は世
界銀行によって「東アジアの奇跡」と称され、各国政府の “market friendly approach”、すな
わち市場メカニズムの作用を妨げないような経済政策が世界から注目された。やがて東アジア
地域は日米との経済関係だけでなく域内の相互依存の度合いも高まり、経済の一体化が進展し
た。1989 年のアジア太平洋地域経済協力（APEC）や 1992 年の ASEAN自由貿易地域（AFTA）
といった地域協力の制度が整備されたのもこの時期である。
このような経済をめぐる協力と競争は、各国の高等教育分野でも同様であった。東アジア地
域の経済成長と民主化は、高等教育需要を拡大させ、公教育とともに私立セクターの拡大も促
した。高等教育の市場化といわれるものである（馬越 2007：198）。これにより、高等教育市場
では、国境を越えた多様な教育サービスの提供や留学生の自由な移動がみられるようになり、
東アジア各国政府も高等教育改革の一環として積極的な海外展開を促進した。1997 年のアジア
経済危機はアジア諸国に経済のみならず政治にも深刻な打撃を与え、高等教育分野に対する財
政的支援を継続することが難しくなった反面、大学みずからが資金調達することが求められ、
その結果として大学は知識・技能集積型産業の一翼を担うようになり、教育サービスの提供と
いう市場化がさらに進展することになった（櫻井 2005：81）１）。
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（2）国内社会～国際化時代の始まり
1980 年代の日本は世界第 2位の経済大国として経済好調期にあったが、後半に入ると 2つの
日本の経済構造の転換をせまる出来事が発生した。第 1は、1985 年のプラザ合意であり、第 2
が 1987 年から始まる日米構造協議である。すでに述べたように、プラザ合意は日本企業の海
外直接投資ブームを生み出し、資本・物・人の国境を越えた往来が活発になった（高橋 2011：
42-43）。また、日本の大量の対米貿易黒字に対する不満を背景として始まった 4次にわたる日
米構造協議では、米国は日本の内需拡大、市場開放、貿易黒字の還流を目的とし多岐にわたる
分野を交渉の対象とした。
日本の市場自由化・規制緩和など開放が進展した結果、日本の「国際化」が進展したのであ
る２）。1986 年版「外交青書」は、国際化の推進をとりあげ、「自ら積極的に一層の国際化を推
進し、世界に開かれた日本を実現する」ことを外交課題としてあげた。また、1988 年版「経済
白書」も、国際化には日本から企業が進出する「外なる国際化」と、外国からのモノやヒトを
受け入れる「内なる国際化」があり、両者のバランスが必要であることを指摘している（山脇
2008：3）。
実際にこの時期の国内社会には、円高と入管法改正により日系人を含む外国人労働者が流入
し、受け入れをめぐる議論が活発化した。「ニューカマー」とよばれていた人々である。また、
後述するように留学生も増加していく。さらに日本企業の海外進出にともなって海外子女およ
び帰国子女の扱いなど国内社会の人的多様化が拡がった（恒吉 2005：40）。これら新しく流入
した人々をどのように対処するかが、政府や社会全体の課題となり、日本に「内なる国際化」（恒
吉 2005：41）を認識させた３）。
しかし、90 年代に入ると、バブル経済が崩壊し長期の経済停滞にみまわれ日本社会の活力が
減退する。日本企業は「年功序列」・「終身雇用」・「一括採用」のシステムにより、新卒生を企
業内部において時間とコストをかけて育成していくことが日本型雇用システムとしての特徴を
有していたが、いわゆる「失われた 10 年」によってその余裕を失っていく。また、行政・業界・
族議員による「鉄の三角形」と護送船団方式の業界保護、需給調整等からの業界利害調整とい
う従来の政治に対し、産業界や財界からは強い不満が表明されるようになった（井上
2006:95）。世論も従来の日本の経済システムが生活向上に連動しないことに不満を抱くように
なり、行政改革や規制改革、分権改革といった新しい政治を求めるようになり、新党ブームな
どの政界再編を促した（井上 2006：95）。
1996 年から始まった橋本内閣は構造改革のひとつとして「教育改革」をとりあげ、大学改革
を規制緩和リストに組み込んだ。また、中央省庁の統合・再編成として科学技術庁が文部省に
統合して文部科学省となったが、科学技術は科学技術基本法に基づいて内閣の下におかれてい
たため文部科学省は以前にくらべて自立性を大きくコントロールされることにもなった（井上
2006：96）。
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（3）求められる人材像
1988 年度（昭和 63 年度）の文部省「我が国の文教施策」では、育成する人材像を「世界の
中の日本人として国際的にも信頼される人間に育てること」とし、その能力として、それぞれ
固有の歴史、文化、風俗、習慣等に対する理解、外国語教育の充実、日本人としての自覚を高め、
日本の文化や歴史に関する理解をあげている。
この世界の中の日本人として国際的に信頼と尊敬を受けることを目指す人材育成は、1970 年
代前半にさかのぼる。この時期に東南アジア諸国を中心として日本の経済的進出、大量の日本
製品の市場流通によって反日運動が発生するなど国際的な摩擦や緊張が発生していた時期で
あった。そのため日本政府は従来の国際交流が政治的・経済的側面に偏り過ぎていたとしてこ
れを反省し、教育・文化・スポーツ等の国際交流活動の拡充を図ろうとしていた。その流れは
80 年代においても基本路線となっていた（文部省 1992a）。
他方で、1984 年に首相の諮問機関として設置された臨時教育審議会（臨教審）は、国際化へ
の対応を教育改革の重要な柱とした。この中に、留学生受け入れ体制（留学生 10 万人計画）、
海外子女教育・帰国子女教育、日本語教育、外国語教育にかかわる諸施策の実施を提言したの
に加えて、学校自体を国際的に開かれたものにすることも提言した（文部省 1992b）。
また企業側は、バブル崩壊後に国内採用を控えるものの日本で事業展開しようとしていた外
資系企業や IT企業を中心にバイリンガル人材を求めていた。そして、これらの企業と日本企
業の年収水準の違いがクローズアップされたこともあり、「外資系エリート」＝「国際人」と
いうイメージが定着するようになった（夏井 2012：7）。また、日本の大企業も一部の優秀な社
員を欧米に留学させるようになった４）。
このように日本社会の多様化が進展するなかで、外に向かっては経済大国として国際社会に
対する応分の責任を果たし、進出した先の相手の文化や考え方を理解することが求められたの
である。これに対し内に向かっては、「内なる国際化」が進展するなかで国内において様々な
背景をもつ人々に対応できる人材を必要とするようになったといえよう。
（4）具体的な政策や施策
人材育成にかかわる主要な教育政策は次の 2点になる。第 1は、臨教審である。臨教審は産
業界・財界・労働界などの民間グループの代表者を含む首相の諮問機関である。官邸主導・政
治主導の象徴であった。この中で大学設置基準に関する大綱化・簡素化がうたわれるとともに、
教育が直面する最も重要な課題が情報化への対応とならんで「国際化」への対応であると指摘
されている。従来の高等教育政策は基本的に文部省による大学や教育界が中心となる中央教育
審議会で審議されていた（井上 2006：94）。
第 2は、これも中曽根内閣時代から始まった「留学生 10 万人計画」である。1983 年の 5 人
の有識者からなる「21 世紀への留学生政策懇話会」の提言によるものであるが、江渕の整理に
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よればポイントは以下の 4点となり、政治的外交的な目的が主となっている（江渕 1997：126-
127）。
① 我が国に対する国際的期待に応えるその役割のひとつとして「開発途上国の発展」に協力
することであり、そのための「人材養成」に協力すること。
②教育の国際交流は我が国と諸外国相互の教育、研究水準を高めること。
③相互の国際理解、国際協調の精神の醸成、推進に寄与すること。
④ 留学生は母国と日本の友好関係の発展強化のための重要なかけ橋となる存在なので、文教
政策、対外政策の中心に据えてしかるべき重要国策の一つであること。
そして、90 年代に入り日米構造協議からバブル崩壊、橋本内閣の改革までの自由化、規制緩
和、対外開放の路線というなかで、1991 年の大学設置基準の緩和（大綱化）を背景に、「国際」
の名称がつく学部が多数設置されるようになり、また地方自治体の誘致による米国大学の日本
校などが各地に設立されるなど、高等教育分野の「内なる国際化」が進んだ。東條によれば 90
年代は各大学が国際化に寄与すると思われる活動を次々と分散的に展開していく時代であった
（東條 2008：91）。留学生 10 万人計画は約 20 年かけて 2003 年に達成されることになる。
しかし、このような国際化の進展は、同時期に拡大し始めたアジア諸国の高等教育の市場化
とは異なり、「内向き」の傾向があると評価される。経済大国としての貢献という圧力とバブ
ル崩壊による日本経済の停滞のなかで打ち出されたものは、留学生 10 万人計画にしても開発
援助の性格が濃く、漢字圏の北東アジアに偏した受け入れになっており東南アジアの留学生を
惹きつけるだけの戦略を持ち得なかったとされ（馬越 2007：210）、日本の大学は留学生の受け
入れに積極的ではなかったともいわれる（東條 2008：92）。また、海外からの大学誘致もほと
んどが撤退し失敗した。バブル期の地方振興という性格もさることながら、文部省が受け入れ
に積極的ではなかったといわれる（馬越 2007：210）。
3　「国境を越えた教育」～ 2010 年代の人材像
（1）国際的な社会環境
97 年後半のアジア経済危機以降、アジア太平洋地域には幾つかの大きな変化があった。第 1
は、中国経済の躍進である。2001 年に中国はWTO加盟を果たし、国際経済に仲間入りし世界
の製造業の中核を担った。また、巨大な経済力を背景に政治的影響力も増していく。第 2は、
この中国経済の急成長と海外直接投資受け入れの拡大に焦燥感を抱いた ASEAN諸国である。
すでに 90 年代後半に ASEANは 10 ヶ国となっていたが、経済格差や政治体制の違いなどによ
り求心力が低下していた。そのため、ASEANの機能強化をすすめ政治・経済・文化協力によ
る「ASEAN共同体」を目指すことを宣言する。第 3は、第 2に関連して、いわゆる「東アジ
ア共同体」論議が盛んになり、実際に ASEANを中核とし、ASEAN+3、東アジア首脳会議
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（EAS）、ASEAN地域フォーラム（ARF）など重層的な地域協力メカニズムが形成されたこと
である。アジア経済危機により、東アジア経済の一体化とその脆弱性が各国に認識され、機能
的な地域協力を志向するようになった。第 4は、自由貿易協定（FTA）の急増である。WTO
による貿易自由化交渉が停滞する一方で、日中韓が競うように ASEANあるいは ASEAN各国、
インドなどと FTA網を拡大した。以上のような東アジアのダイナミックな展開により、中国
を筆頭とする新興諸国は国際政治経済の秩序形成に欠かせないアクターとなる。
東アジア各国・地域は人、物、資本、情報の循環がさらに活性化し、産業の高度化や資本・サー
ビスの自由化、情報化社会、知識基盤社会への移行と東アジア域内の経済的相互依存が一層深
化した。それにともない高度人材の需要も高まり高等教育人口が拡大している（黒田 2010：
345）。とりわけ、中国は留学生の巨大な「送り出し国」であり、かつ「受け入れ国」として存
在するようになり、その他東アジア諸国・地域との高等教育市場をめぐる国際競争とともに、
各国政府や大学間の協力も進展した。単位互換や学位取得の共通化や大学アライアンスやネッ
トワークの形成、質保証・評価機関のネットワーク構築などがそれである。東アジア地域は人
材育成と人材獲得をめぐる協調と競争の場となった。
（2）国内社会～経済的要請としての人材育成
　①小泉政権以降の「構造改革」
2000 年代に入り、東アジア地域の経済成長や経済の一体化が進むなかで、日本は対外的な閉
鎖性やバブル崩壊の後遺症、少子・高齢化問題や社会保障、また雇用問題などの日本独自の課
題などによる閉塞感がただよっていた５）。2001 年の小泉政権はそのような雰囲気を壊す国民の
期待を集めて誕生したといえるだろう。
小泉政権の「構造改革」６）の中核は新自由主義的な改革であり、「官から民へ」「民でできる
ことは民で」「地方でできることは地方で」、言い換えれば「市場主義」、「資源の効率的配分」、
「小さな政府」を目指すものである（渥美 2006：21）。さらにその構造改革の方針は、経済財政
諮問会議が作成する毎年の「骨太の方針」によっていた。本論に関連する方針としては、次の
3点である。第 1は、初期の小泉政権が最も重視した不良債権処理である。不良債権の処理は
順調に進められ、2000 年代半ばにはほぼ完了した。これによって、日本企業は東アジア地域を
中心に海外直接投資を再開するようになり、とくに 2010 年以降は 1980 年代に次ぐ第 2のアジ
ア投資ブーム期に入ったとされる（高橋 2011：44-45）。第 2は、グローバル戦略である。FTA
の推進、対内直接投資の促進、頭脳流入・外国人労働者の受け入れ拡大である（渥美 2006：
23-24）。つまりは国内の自由化・規制緩和が軸となっている。第 3が、教育分野における競争
原理の導入、国立大学の法人化である。これは医療・介護・福祉分野と同様に経済社会の活性
化のための民営化・規制改革プログラムの一環として位置づけられた（渥美 2006：20）。2001
年の経済財政諮問会議において遠山文部科学大臣が提出した大学改革のプランは、国立大学の
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法人化と拠点大学を形成するための競争資金（COE構想）の創設をとなえるものである（井
上 2006：97）。このいわゆる「遠山プラン」は、従来であれば文部省や国立大学協会などの大
学側がとりまとめていた課題を文科省が提出したとはいえ、実質的には政府の経済財政諮問会
議レベルで決定されたものを反映したものである。井上が指摘するように教育や大学の当事者
から離れたところで物事が動かされるという「ゲームのルール」の大きな変更が確定的になっ
たのである（井上 2006：97）。
このように東アジア諸国の急速な経済成長の機会を海外直接投資と国内の自由化・規制緩和
によって日本に取り込もうとする試みと国内総人口および労働人口の減少による危機感によっ
て、主として産業界・財界から日本企業の国際化や高度化のための人材確保の必要性がさかん
に指摘されるようになった。とくに、2007 年から 08 年頃には留学生の受け入れとその活用が、
日本の産業競争力確保に必要だとされた（義本 2012：56）。
　②「高度外国人材」の活用と留学生
2007 年の経産省「グローバル人材マネジメント研究会」報告書では、日本企業による「人材
の国際化」は外国人の雇用を意味していた。同報告書ではこれを「高度外国人材」あるいは「高
度な外国人材」としてその定義は明示していないものの、「日本の企業において、単に労働力
を提供するのではなく、経営に参画し、場合によっては企業の幹部となる外国人材」と位置づ
けている（経産省 2007：5）。
また、内閣府に設置された高度人材受入推進会議の報告書「外国高度人材受入政策の本格的
展開を」では、積極的に受け入れるべき高度人材とは「国内の資本・労働とは補完関係にあり、
代替することが出来ない良質な人材」であり、「我が国の産業にイノベーションをもたらすと
ともに、日本人との切磋琢磨を通じて専門的・技術的な労働市場の発展を促し、我が国労働市
場の効率性を高めることが期待できる人材」と定義しており（内閣府 2009：4）、上記の経産省
の報告をふまえ、日本の経済的な活性化をねらったものになっている。これを受けて、最近に
なって出入国管理上の「高度人材」が明らかとなった。それによれば、高度人材として認める
活動は、「学術研究活動」、「高度専門・技術活動」、「経営・管理活動」である。「学術研究活動」
は、基礎研究や最先端技術の研究を行う外国人研究者、「高度専門・技術活動」は専門的な技術・
知識などを生かして新たな市場の獲得や新たな製品・技術開発などを担う外国人」、また「経営・
管理活動」は日本企業のグローバルな事業展開などのため、豊富な実務経験などを生かして企
業の経営・管理に従事する外国人」としている７）。
以上のように「高度人材」の人材像が明らかになってきたものの、研究者、技術者、経営幹
部層などの高度人材は世界規模の獲得競争が進んでおり、すでに各国が様々な優遇措置を実施
しているため、元々層の薄いこれら一線級かつ即戦力となる高度人材を直接日本企業が獲得す
ることは困難である（内閣府 2009：4、藤井 2007）。そこでその予備軍として留学生の受け入
れとその雇用促進に注目が集まった。企業側は留学生に期待するものとして、必ずしも高い専
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門性や人物評価だけではなく、高い日本語能力を有し大半の業務を日本語で遂行できるレベル
を期待している（金原 2008：35）。日本における「高度人材」の育成は、このように大学が留
学生の能力を育成し日本企業に送り出すことを意味していたといえよう。高度人材受入推進会
議では、留学生を「高度人材の卵」として重視すべき存在と位置づけて官民一体で受け入れ環
境づくりや重点的な支援を行うことを提言している（内閣府 2009：8）。
　③若者の「内向き」志向
しかし、2010 年頃になると、2つのデータが産官学の様々な場で注目された。第 1は、産業
能率大学による「新入社員のグローバル意識調査」である。アンケート調査により新入社員の
半数が「海外で働きたいと思わない。」と考えていることが判明した（産業能率大学 2010：1）。
第 2は、日本人の海外留学者数が 2004 年度をピークに減少していることである。とくに 1990
年代は毎年約 4.5 万～ 4.7 万人であった米国への留学者数の減少は著しく（1999 年 46,872 人
→ 2010 年 21,290 人）、中国、韓国、インドなどからの留学者数の急増とあいまって問題視さ
れるようになった（文科省 2011：32-33）。これらのデータは様々な場で引用され、いわゆる日
本の若者の「内向き」傾向という社会的課題が、日本企業の世界市場での存在感低下に追い打
ちをかけるものとして深刻に受け止められるようになった。
2007 ～ 8 年頃の「高度人材育成」から、2010 年を境にして、「グローバル人材育成」という
用語が産学官で頻繁に用いられるようになる。茂戸藤によれば、2010 年の閣議決定「新成長戦
略」の＜ 21 世紀の日本の復活に向けた 21 の国家戦略プロジェクト＞では、グローバル人材の
育成として、留学生と日本人学生の協働教育の強化が求められているが、それは留学生受け入
れの目的をそれまでの留学生のための教育から、日本人学生の国際的視野の育成も期待するよ
うに変化してきたと指摘する（茂戸藤 2012）。また経団連も「サンライズ・レポート」（2010 年）
でグローバル人材育成を提言しており、財界・産業界からの要請によって国内の政策や施策も
それに対応していくようになる。
他方、大学においてもこれまでの国際化やグローバル化対応は留学生の受け入れを中心とす
る学生間交流であった。やがて、その学生間交流を制度的に支え、大学間交流協定や単位互換
やダブルディグリーなどの国際連携が展開されるようになった。しかし、2007 年頃になると、
政府や産業界・財界に後押しされる形で高度人材獲得としての留学生の受け入れ、2010 年以降
になると日本人学生の海外派遣を強化していく。大学側も東アジアの高等教育の市場化や国内
の規制緩和のなかで大学自体の国際競争力の向上ということも強く意識するようになった（義
本 2012：56-57）。また、大学改革や国際化の遅れ、低い国際競争力、社会のニーズへの不適応
などが産業界やメディアから指摘され、大学の社会的役割について一層厳しく注目されるよう
になった８）。
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（3）求められる人材像～「グローバル人材」
すでに述べたように 2010 年を境にして「グローバル人材」育成に企業や政府の注目が集ま
るようになった。「グローバル人材」で想定される人材像について政府や財界による代表的な
報告書や提案から抜き出すと以下のようになる。
文部科学省および経済産業省が共同で事務局となった産学人材育成パートナーシップグロー
バル人材育成委員会では、「報告書～産学官でグローバル人材の育成を～」（2010 年 4 月）の中
で、「グローバル化が進展している世界の中で、主体的に物事を考え、多様なバックグラウン
ドをもつ同僚、取引先、顧客等に自分の考えを分かりやすく伝え、文化的・歴史的なバックグ
ランドに由来する価値観や特性の差異を乗り越えて、相手の立場に立って互いに理解し、更に
はそうした差異からそれぞれの強みを引き出して活用し、相乗効果を生み出して、新しい価値
を生み出すことができる人材」としている（産学人材育成パートナーシップ 2010：31）。そして、
そのようなグローバル人材に共通して必要な能力を、①社会人基礎力９）、②外国語でのコミュ
ニケーション能力、③異文化理解・活用力、としている。
次に 2010 年 12 月に公表された産学著名人の有志による「グローバル人材育成に関する提言
～オール・ジャパンで戦略的に対応せよ～」では、上記の産学人材パートナーシップで述べら
れた、「社会人基礎力」、「外国語でのコミュニケーション能力」、③「異文化理解・活用力」、
に加えて、「論理的思考」、「強い個人」、「教養」、「柔軟な対人能力、判断力」などの資質・能
力も重要な要素として位置づけている（有志懇談会一同 2010：4）。
2011 年の文科省国際交流政策懇談会最終報告書のなかでは、国際社会で活躍できる我が国の
人材の育成が必要であるとして、①日本人としての素養、②外国語で論理的にコミュニケーショ
ンをとれる能力、③異文化を理解する涵養な精神、④新しい価値を生み出せる創造力、を挙げ
ている（文科省国際交流政策懇談会 2011）。
また、同じ文科省による「産学連携によるグローバル人材育成推進会議」では、報告書のな
かで、「世界的な競争と共生が進む現代社会において、日本人としてのアイデンティティを持
ちながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、異なる言語、文化、価値を乗り越えて関
係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性、新しい価値を創造する能力、次世代ま
でも視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間」であるとしている（産学連携によるグロー
バル人材育成推進会議 2011：3）。
一方、財界を代表する経団連は 2011 年にグローバル人材育成に関する提言を公表した。そ
れによれば、グローバル人材の定義を「日本企業の事業活動のグローバル化を担い、グローバ
ル・ビジネスで活躍する（本社の）日本人及び外国人人材」とし、必要な素質、能力として社
会人基礎力に加え、既成概念にとらわれず、チャレンジ精神を持ち続ける」姿勢と「外国語に
よるコミュニケーション能力」、「海外との文化、価値観の差に興味・関心を持ち柔軟に対応す
る」としている（日本経済団体連合会 2011：2-3）。
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そして、首相官邸の「グローバル人材育成推進会議」では 2011 年 6 月に「中間とりまとめ」
を、翌 2012 年 6 月に「審議まとめ」を発表した。それによれば、グローバル人材の概念は、3
つの要素から構成されている。
要素①：語学力やコミュニケーション能力
要素②：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感
要素③：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ
とし、これに幅広い教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと（異質な者の集
団をまとめる）リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシーを社会の中核を支え
る人材に共通して求められる資質としている。また、語学力についてはレベルを 5段階に区分
してその対応を述べており語学力を重視していることがうかがえる（首相官邸 2011：7、首相
官邸 2012：8）。本会議の設置根拠には、日本人の海外留学の促進が目的であることが明示され
ている。このグローバル人材の概念が現状において最も総括されたものであろう。
これとは別に、文科省の主催により産学の代表者が検討した「産学協働人財育成円卓会議」
では「アクション～日本復興・復活のために～」として報告書をまとめ、グローバル人材の共
通に必要な素養として、例として次の 6点を挙げている。①グローバルな世界を舞台に活躍で
きるタフネス、②多様な民族、宗教、価値観、文化に対する理解や適応力、③日本人としての
アイデンティティをベースとしたグローバルな感覚・視点、④資質な集団の中で、自分の考え
を適切に主張し、他者と協働し、能力を発揮できること、⑤主体的な思考力・行動力、リーダー
シップ、⑥高い語学力・コミュニケーション能力、がそれである（文部科学省 2012：2）。ここ
には日本を代表する財界（20 社）および大学（12 大学）の関係者が参加したものである。こ
の円卓会議でまとめられたグローバル人材に必要な素養は、首相官邸による「グローバル人材
育成推進会議」、経団連によるグローバル人材育成に向けた提言を網羅したものである。した
がって、グローバル人材のとらえ方に関して必要な要素はほぼ出尽くし、一定の共通理解が形
成されてきたといえよう。
（4）具体的な政策や施策
　①「高度人材育成」の政策
すでにみたように 2000 年代に入り、高等教育の自由化・規制緩和や競争原理など新自由主
義的な施策が導入される一方で、重点ポイントについては積極的に支援する施策もおこなわれ
た。2008 年の経済財政改革の基本方針では、グローバル戦略の中に日本を開かれた国にする観
点から高度人材受け入れとも連携させながら留学生受け入れを拡大する方針を明示した。それ
が、2020 年を目標とした「留学生 30 万人計画」と教育の大胆な国際化を進める「国際化拠点
大学 30（グローバル 30、または G30）」である。20 年かけて達成した留学生 10 万人計画は開
発協力の性格を有していたが、30 万人計画は日本経済の活性化のみならず日本社会の構造変革
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もねらったものといえよう。G30 は留学生 30 万人を目指す拠点大学という位置づけである 10）。
さらに留学生の高度人材育成に向けた取り組みとして、経済産業省と文部科学省によって
2007 年度より実施されたのが「アジア人財資金構想」である。これは日本企業への就職を希望
する能力・意欲が高い留学生に対してビジネス日本語教育からインターンシップ、就職支援ま
でを 2年間のパッケージで提供するというものである。またこの事業を通じて、大学と産業界、
地域とのネットワークを構築し、日本留学の魅力を向上することをねらっていた（金原 2008：
38）。この事業は事実上経済産業省が主体であり、産業界の要望が反映されていた（鈴木
2012：32）。その後、本構想は事業仕分けにより予算縮減や一旦廃止という措置がとられた。
文部科学省の「留学生 30 万人計画」では、単に「量」だけではなく優秀な留学生を獲得し、
かつ留学生の卒業・修了後の社会の受け入れの推進をはかることも含んでおり、経済産業省「ア
ジア人財資金構想」とともに「高度人材の卵」育成の施策とであるといえよう。もともと政府
の財政的支援も留学生が中心であった。2010 年度の政府による奨学金事業として外国人留学生
については 2万 6000 人の受け入れに 312 億円が予算化されていたのに対して、日本人留学生
には 850 人の派遣に 8億円という状況であった（佐藤 2011：35）。また民間企業・財団による
奨学金もそのほとんどが外国人留学生向けであった。
　②「グローバル人材育成」の政策
2010 年代にはいると、受け入れ中心の政策・施策から、それ以外の展開がみられるようになっ
た。その一つは大学自体のグローバル展開を促進する取り組みである。2010 年の第 3回日中韓
サミットで、三カ国政府が「キャンパス・アジア構想」の早期実現で合意したもので、日中韓
政府が策定するガイドラインに沿って、三カ国の大学間で単位相互認定や成績管理、学位授与
などを共通の枠組みのもとで行う取り組みである。2011 年になると、日中韓や日米の協働教育
プログラムの開発を支援する「大学の世界展開力強化事業」や長期的な留学に向けた導入支援
の奨学金として大学間交流に基づく 3ヶ月未満のショートステイ（外国人）・ショートビジッ
ト（日本人）が新たに設置されるようになった（向学新聞 2010 年 10 月号）。
二つ目は、グローバル人材の育成を促進するための政策である。首相官邸の「グローバル人
材育成推進会議」の結果をそのまま踏襲するかたちで、2012 年 4 月から「グローバル人材育成
推進事業」が新たに始まった。実際、本制度の概要には、「若い世代の「内向き志向」を克服し、
国際的な産業競争力の向上や国と国の絆の強化の基盤として、グローバルな　舞台に積極的に
挑戦し活躍できる「人財」の育成を図る」ことを目的とし、大学教育のグローバル化を支援す
ることが明示されている。これは奨学金ではなく、大学の体制づくりを支援するものであるが、
評価対象としては受け入れる留学生数・割合とともに日本人学生の海外留学者数・割合の数値
目標や英語能力の客観的指標による到達目標などを求めるなど、「送り出し」を前面に意識し
た事業になっている。
他方、産業界・財界もこの動きを後押ししている。経団連はグローバル人材育成を政府や大
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学に提言するだけでなく 2011 年 6 月より「グローバル人材育成スカラーシップ」をスタート
させ、国際化の拠点大学である G30 採択 13 大学 35 名の学生を対象に 1年間の海外留学資金
を提供している。また、産学協働人財育成円卓会議や、各種経済団体との連携なども実施して
グローバル人材育成の機運を盛り上げているといえよう（佐藤 2011：36）。
4　求める人材像は変わったか？
（1）「国際人」と「グローバル人材」の相違
1988 年版の文部省「我が国の文教政策」と 2012 年の「グローバル人材育成推進会議」の人
材像について今一度あげるならば、1988 年のそれは「世界の中の日本人として国際的にも信頼
される人間に育てること」とし、その能力として、それぞれ固有の歴史、文化、風俗、習慣等
に対する理解、外国語教育の充実、日本人としての自覚を高め、日本の文化や歴史に関する理
解をあげていた。2012 年ではグローバル人材として、要素①語学力やコミュニケーション能力、
要素②主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感、要素③異文化に
対する理解と日本人としてのアイデンティティ、が必要とされている。
両者の特徴を指摘するならば、「語学力」、「異文化理解」、「日本人としてのアイデンティティ」
については、表現の違いを除けば基本的に同一である。他方、両人材像の違いは、語学力のウェ
イトが以前に比べて大きくなったこと、およびグローバル人材の要素②が追加されていること
である。この要素②は基本的には経済産業省が提示する「社会人基礎力」と似通った要素であ
り、2010 年の産学人材パートナーシップの報告書でもすでに含まれていた。
（2）両人材像の背景～危機における人材需要
1980 年代から始まった日本の国際化は、経済進出に対するアジア諸国からの批判と日米構造
協議による構造改革に対する対応という「政治的」な背景をもとに進展したものといえ、それ
がゆえに育成すべき人材像もまた「国際的にも信頼される人間」という他者への配慮をおしだ
したものであった。実際のところ、教育面の国際化は「留学生 10 万人計画」が中心であり、
それはアジア諸国への開発援助としての性格が強かった。大学は国立大学を中心として文部省
の保護下にあり、「内なる国際化」として一部の私立大学の国際化や米国大学の国内進出など
があったが、文部省は消極的に対応してきた。
これに対して 2010 年代の「グローバル人材」は「経済的」な課題を背景にしたものである。
1990 年代に東アジアの市場化と経済的社会的相互依存が急激に拡大するなかで、日本はバブル
崩壊により経済が停滞する。ここにきて欧米よりも遅れて新自由主義的な改革がおこなわれ、
産業界・財界の政治的影響力・発言力が拡大し、その影響力は教育政策などにも及ぶようになっ
た。
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そして 2000 年代に入ると小泉政権は少子高齢化対策や教育政策についても、産業界・財界
が影響力をおよぼす「経済財政諮問会議」が主導するようになる。東アジア新興国の経済成長、
日本の産業競争力の低下、労働力の課題を背景にして日本企業の国際化が課題となり、求める
人材像も産業界・財界の考えが反映したものとなった。日本企業は「高度人材」として外国人
およびその予備軍として留学生の活用に注目し、政策にも形成される。しかし 2010 年以降に
なって日本の若者の「内向き」傾向がクローズアップされると、企業のニーズに応える社会人
基礎力を有したグローバル志向の人材育成を大学に求めるようになり、それが教育政策に反映
されたものといえよう。
「日本人としてのアイデンティティをもちながら異文化を理解し協調することが可能、かつ
外国語で意思疎通をおこなえる」という人材像は、1990 年代も 2010 年代もほとんど変化がな
い。しかし、新たな人材像への模索は社会的な危機感が共有される時に登場する。1990 年代は
社会の多様化とバブル崩壊後の経済停滞に対応する人材であった。ただし、経済大国としての
潤沢な資産と東アジア地域においてはライバル国の不在という環境下であった。
これが 2010 年代では、少子高齢化、経済構造・政治行政・雇用・社会保障など日本型シス
テムの制度疲労が明確になり、中国・韓国・インドをはじめとする新興諸国の政治経済の影響
力や競争力が拡大して日本が埋没するかもしれないという不安感・危機感が共有されるなかで
「グローバル人材」があらわれてきた。つまり、変化があるのは人材像というよりも社会背景、
産官学間の関係であることが指摘できよう。
むすびにかえて～「内向き」という言説
日本から海外への留学者数の減少と新入社員アンケートによる国内勤務志向という結果は、
若者の「内向き志向」という言説を決定的なものにした。一方で、「グローバル人材育成推進
会議」の配付資料でも公開されているように、18 歳人口千人あたりの日本人留学生数について
は、ほぼ横ばいである（表 1）。これは人口自体が減少傾向にあるためである。
日本人学生の留学先として米国や英国等は減少傾向にあるものの、日本人留学生が増加して
いる国も多く、留学先が多様化しているという。また、大学間協定等に基づく日本人学生の海
外派遣者数は微増傾向である（表 2）。
新入社員の海外志向についても、2010 年の産業能率大学の調査では、確かに半数が「海外で
働きたいと思わない」と回答したが、27％は「どんな国、地域でも働きたい」と回答しており、
これは 2007 年の調査 18％よりも増加していることも念頭におく必要があろう。
留学の阻害要因としては、①就職活動の早期化・長期化、②留学経費の高騰、③大学の留学
支援体制、があげられている（佐藤 2011：34-35）。日本の慣行である集団的な就職活動システ
ムが依然として継続し、かつ海外留学者を必ずしも評価するとは限らないという企業側の状況
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が変化しない限り、滞在地域によっては数百万円の経費と時間が発生する留学に投資すること
はためらわれても当然である。
経済産業省調査では、今後 5年間のグローバル人材の需要は、2012 年時点の 168 万人（うち
外国人 4万人）から 2017 年では 411 万人（うち外国人 33 万人）へと増加すると推計している
（経済産業省 2012：16-17）。しかし、同調査によれば実際に企業が新卒者に入社前に身につけ
て欲しい能力としては「好奇心・チャレンジ精神」、「主体性」、「規律性」が上位 3項目をしめ
ており、結局のところ社会人基礎力を重視していることがうかがわれる。大学生に望む準備や
経験も、「国内でのインターンシップ」や「国内ボランティア」が上位であり、グローバル人
材への需要がある企業は、これに短期の留学や単位の取得を目指した長期留学がその下位に加
わる。ここからも学生が海外にでなければならないと直ちに結論づける必然性はない。
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表 1　同世代に占める留学者比率の推移
出典： 2011 年 6 月 22 日首相官邸「第 2回グローバル人材育成推
進会議」配付資料 4より引用
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表 2　協定等に基づく日本人学生の海外派遣状況
出典： 2011 年 6 月 22 日首相官邸「第 2回グローバル人材育成推
進会議」配付資料 4より引用
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今後グローバル人材育成の必要性が高まっていくことに変わりはなく産業界・財界による教
育政策および大学への期待・関与も高まる。しかし、その育成方法やプロセスは多様なもので
あり、若者の「内向き」志向という言説のみで現状を認識することは望ましくないであろう。
注
１）オーストラリアやマレーシアは大学の法人化、シンガポールは「企業型大学」、インドネシアやタイは
「自治大学」に転換したのはその一環である。
２）ただし、日本の直接投資はアジア諸国に実施され、政治、経済、文化などさまざまな分野で結びつき
を強くしていったが、この時期の「国際化」議論ではアジアは主要なテーマにはならなかった（馬越
2007：174-175）。
３）「異文化間コミュニケーション」が日本の国際化を推進する「国際人」の資質を要請するものと捉えら
れるようになった（望月 2008：34）。
４）国際人材創出支援センター主催講演会で板東真理子昭和女子大学学長（2012 年 3 月 10 日）の講演内
容より。（http://www.icbjapan.org/bando.html：2012 年 8 月 13 日）
５）ただし、日本はアジア経済危機に対して 300 億ドルの資金支援（新宮澤構想）を実施し、2001 年には
東アジアでは ASEANの AFTAを除いて初となる日本シンガポール経済連携協定（EPA）を締結する
など、その後の東アジアの地域協力や FTAネットワークの土台をつくってきた。
６）渥美によれば、実際の小泉政権の「構造改革」は、新自由主義的な改革と新自由主義とはよべない改
革とが混在した幅広い概念として使われていたと指摘している（渥美 2006：15）。
７）2012 年 5 月 7 日から「高度人材に対するポイント制による出入国管理上の優遇制度」が導入された。
（http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_3/index.html：2012 年 8 月 15 日）
８）たとえば、日本経済新聞では、2012 年から 3回のシリーズで「大学開国」という特集記事を掲載し、様々
な観点から国内大学の課題や動向を紹介している。
９）経済産業省が提唱する概念で「職場や地域社会の中で多様な人々とともに仕事を行っていく上で必要
な基礎的な能力」をさす。具体的には、「前に踏み出す力」、「考え抜く力」、「チームで働く力」の 3つ
の能力で構成される（産学人材パートナーシップ 2010：31-32）。
10）G30 は民主党政権の事業仕分けにより 2009 年には予算縮減、2010 年には一旦廃止対象となり、現在
は一部内容を修正した「大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業」として実施されている。
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